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１．はじめに  

現代社会は，国際化・高度情報化が急激に進

み利害関係が複雑に絡み合い，問題解決が単純

ではない社会である。今自分が既有している知

識の理解だけでは，目の前の社会事象や今後起

こるであろう社会事象を捉えることは難しく

なってくる。そのような中で，社会科は，社会

の変化に適応し，平和的な社会を築くことがで

きる人材を育成していかなければならない。国

際化や情報化が進展する現代社会においては，

自己の思考をより科学的なものへと再構成し，

自分なりに知識を構造化していく習慣や能力を

身につけていく必要がある。また，思考力や適

切な判断力を持ち，他者・多国との価値観の違

いを認め，お互いの関係を平和的に形成する資

質も必要になる。21世紀を担う国際的な資質を

有する子どもの育成を射程に入れて研究を行っ

ていく。  
 
２．研究の目的・方法 

（１）法教育の目的 

私たちの日常生活における行動の大部分が，

何らかの「法」に基づいて行われている。その

ような中で，そもそも「法」がなぜ必要なのか，

より良い「法」を作るにはどうすればよいのか，

などを根本原理から理解し，それに基づいて主

体的に正しく行動できるようになるための教育

を行うことは，児童・生徒にとって非常に有意

義なことである１）。法教育において重要なこと

は，単なる法的知識の習得ではなく，その背後

にある法的価値観・感覚の修得にある。ただし，

そのような価値観，感覚といったものはすぐに

身につくものではない。だから，遅くとも小学

校段階から，法教育を提供していくことが望ま

れる２）。日本において民主主義が健全に機能す

る社会を実現していくためにも，国民一人ひと

りが身のまわりの問題を自律的に解決する能力

を身につける必要があるが，そのためにも，法

教育は非常に重要な役割を果たす。法教育の目

的は，「法の基礎にある考え方を理解させ，社会

に生起する多様で具体的な問題を主体的に公正

かつ妥当に解決していくための知識，技能，意

欲を持った理想的市民の育成」であると言える
３）。 

 

（２）研究の特色 

本研究を実践することで，他者の異なる意見

に耳を傾け，具体的な根拠を挙げて議論できる

ようになり，同時に自由や平等，公正さといっ

た基本的価値に留意しつつ，関連する法制度や

具体的な問題を理解・評価できるようになると

考える。具体的には，消費者教育の領域におい

て「消費者主権と法」に関連する問題は多岐に

わたる。しかしながら，義務教育の段階におい

て，消費者の権利を扱う実践はあっても，法教

育の一環として「消費者の権利を具体的な法律

を通して考える」実践は，まだまだ少ないのが

現状である 4）。よって，本稿で取り上げる，小

学校における消費者の食の安全や安心を守るた

めの表示の基準となる法や認証基準について理

解する授業，また中学校における製造物責任法

の観点から具体的事案（民事裁判）を取り上げ，

事実に基づきながら，公正に判断し，企業の社

会的責任と消費者主権を関連づけた授業は，そ

れぞれリーガルリテラシーの育成，なおかつ法

教育の連続性・累積性の視点から単元開発し，
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実践したものである。 

 

（３）研究の方法 

消費者の権利を知識として知るだけでは，身

近な社会的課題を公正妥当に解決する能力の向

上に資するとは言えない。法教育の目的が，自

分の実生活の中での課題を解決するための知識

と技能を身につけることでもあるので，できる

だけ学習者の実生活に密着した具体的な場面を

設定し，子どもの発達段階に応じた教育を行わ

なければならない５）。そして，その場面で各自

が原理原則に照らしてどう考え，どう判断する

のかという思考過程並びに，判断するに至った

理由に焦点をあてながら，小集団学習と教師・

生徒間の双方向型学習を組み合わせながら授業

を展開するものとする。 

 

３．実践事例１ 

（１）単元名  

「わたしたち消費者を守る法やきまり」 

（第６学年） 

 

（２）単元について 

平成20年版小学校学習指導要領社会編にお

ける法教育の記述は，「２ 内容（2）我が国の政

治の働きについて，次のことを調査したり資料

を活用したりして調べ，国民主権と関連付けて

政治は国民生活の安定と向上を図るために大切

な働きをしていること，現在の我が国の民主政

治は日本国憲法の基本的な考え方に基づいてい

ることを考えるようにする。」というものであ

る。ここでは，日本国憲法に基づきわたしたち

が生活していることについて学ぶことが求めら

れている。また，具体的な教育内容として日本

国憲法や司法参加，租税の役割等についての学

習が教科書には掲載されている。このような小

学校学習指導要領の記述からも読み取れるよう

に，小学校段階において経済活動と法を関連さ

せた実践は少なく，系統的に中学校社会科への

接続を図るために小学校段階から系統的に市民

としてリーガルリテラシー（法に関わるための

基礎的な能力・資質）を育てる小中一貫型社会

科学習カリキュラムの開発を行う。そこで，小

学校段階での消費者教育の一つとして，子ども

たちが消費者として商品を購入することが，法

に関わっているということに気付かせるため

に，「ＪＡＳ規格制度」や「フェアトレード」の

商品を取り上げる。まず，「ＪＡＳ規格制度」の

商品として，消費者が望む安心や安全などの付

加価値を保証するものとして，商品に表示され

ているＪＡＳマークや有機ＪＡＳマークなどが

あり，そのマークがついているものは，「農林物

資の規格化等に関する法律」によって細かく規

格が決められている。この法律は、現在「食品

表示法」（食品衛生法・ＪＡＳ法・健康増進法が

統一されたもの）として平成２７年に改正され

ている６）。このような法に基づいた表示によっ

て，飲食料品等が一定の品質や特別な生産方法

で作られていることを保証するものである。次

に，「フェアトレード」の商品として，法として

基準が決められていないものの，ＪＡＳマーク

と同じように，マークをつける際には基準が決

められている。国際フェアトレード認証基準は、

国際フェアトレードラベル機構によって設定さ

れている７）。これらの表示によってわたしたち

消費者が，一定の品質や特色をもっている買い

物で商品を選んだり，事業者間で取引したりす

る際に，それが付いていることを目印にするこ

とで，選択的な消費活動の参考にすることがで

き，子どもたちの今後の消費活動につなげてい

きたい。 

 

（３）単元の目標及び計画（全４時間） 

①単元の目標  

 食生活を送るうえで大切な食の安心・安全の

問題について法や認証基準をもとにした表示

（マーク）によって，わたしたち消費者が守ら

れていることについて理解する。 

②単元の計画  

第一次 わたしたちのまわりの食料製品（１） 

第二次 安心・安全を守るための法や認証基準 

（３） 

 第１時 日本の食料自給率の実態 

 第２時 表示（マーク）による安全・安心 

 第３時 これからの消費活動 

 

（４）学習過程（第二次第２時） 

①目標 

  消費者の食の安全や安心を守るための表示 

（マーク）があることを知り，その基準となる 

法や認証基準について理解する。 

②準備物 

・資料１「食品表示法について」 

・資料２「フェアトレード認証基準について」 
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③学習過程      

学習事項 児童の活動 教師の働きかけとねらい （集 団） 

１．学習課題

への接近 

（１）価格の高い表示のある

（ＪＡＳマーク等）の食品

と，価格の安い表示のない

食品提示し，どちらを買う

かを判断する。 

 ・「３３８円」オーガニッ

クチョコレートと「７３

円」のチョコレートを比

べる。 

 

（１）安心・安全な食料品であ

ることを判断する基準と

して，包装に表示（マーク）

があることを確認し，価格

の違いの理由についても

おさえるようにする。 

 ・食品偽装や製品事故等の新

聞記事を提示し，安心・安

全の信憑性に着目させ，安

心・安全の重要性に着目さ

せる。 

（全） 

 資 料 を 確 認

することで，本

時 の 学 習 に 興

味 を も て る よ

うにする。 

２．学習課題

の設定 

（２）本時の学習課題を設定す

る。 

  

 

 

 

（２）消費者として，さまざま

な食品を買う際に，包装の

表示を見て判断できるのか

について課題意識を持てる

ようにする。 

 

（全） 

問 題 意 識 を

全 体 で 共 有 で

き る よ う に す

る。 

３．学習課題

の追求 

 

 

 

 

（３）食品表示について，これ

までの学習から，どのよう

にして表示が決められて

いるのかについて予想す

る。 

 

（４）資料から，食品表示法（以

前のＪＡＳ法等）やフェア

トレード認証基準につい

て予想と比べながら確認

する。 

  ・表示（マーク）をつける

ためには，たくさんの基

準がある。 

・さまざまな表示（マーク）

によって，わたしたちの

食の安全・安心が守られ

ている。 

（３）これまでの学習や再度資

料に着目させることで，予

想できるようにする。 

 

 

 

（４）法や基準などが細かく決

められていることで，消費

者に対する安心・安全が守

られていることに気付く

ことができるようにする。 

・資料を読み取る活動を設

定することで，ＪＡＳ

マークやフェアトレー

ドのマークが認証され

るには様々な厳しい認

証基準があることをお

さえる。 

（個）→（小）

⇔(全) 

個 人 で 考 え

た こ と を 小 集

団 で 共 有 し 全

体 で の 話 し 合

いで交流する。

話 し 合 い の 状

況に応じては，

随 時 小 集 団 で

の 話 し 合 い を

行う。  

４．本時のま

とめ 

（５）本時の学習を通して，食

の安全・安心を判断するた

めの表示（マーク）は，ど

のような基準をもとに決

められているのかについ

て，自分の考えをまとめ，

整理して書き，全体で共有

する。 

 

 

（５）本時の学習を通した板書

に着目させ，集団の中で共

有した予想や，資料から読

み取ったことを参考にする

よう助言する。 

 

○評  食の安全・安心を判断す

るための表示（マーク）は，

どのような基準をもとに決

められているのかについて

まとめることができている

か。 

（個）→（全）

 本 時 に 学 ん

だ こ と を ま と

めさせ，確認す

る。 

  

わたしたちの食の安全・安心

を判断するための表示（マー

ク）は，どのような基準をも

とに決められているのだろう

― 261―



― 4 ― 

（５）授業の実際 

授業後の子どもたちのワークシートの記述

には，次のようなものがあった。  
 
① 有機栽培では，「３年以上農薬を使わないとい

うこと」を守らなければいけないということが

分かって，これは消費者である私たちにとって

は，とても安心できることなので，これを生か

して買い物をする時は，表示（マーク）なども

少し気にするようにします。  
② 人々の安心・安全を保障する管理プログラム

（法）のもと，とても厳しい基準をクリアしな

ければいけないのだということが分かりまし

た。これからの買い物では，ＪＡＳマークのよ

うな表示（マーク）に注目したい。  
③ 今まで買い物をする時に，表示（マーク）な

ど気にしていなかったけど，農薬を使っていた

り，環境を悪くしていたりするものなどを意識

して買い物をしていきたいです。また，アレル

ギーの表示や，ＪＡＳマークは，いろいろな人

の役に立っていて，とても大切だということが

分かりました。  
 
 児童①・児童②の記述からは，厳しく法や認

証基準によってわたしたち消費者が守られてい

るということを理解していることが読み取れる。

小学校段階において子どもたちが，消費者とい

う立場から自分たちの生活を振り返るという学

習内容が少なく，中学校の学習内容の基礎的内

容として，消費生活だけでなくさまざまな場に

おいて法がかかわっているということを理解で

きたのではないかと考える。また児童③は，こ

の学習を通した知識を活用して今後の社会生活

における選択的消費活動を行っていくことにつ

いても理解している。これらのことから，わた

したち消費者が法によって守られていること知

り，これからの消費活動において表示（マーク）

の重要性を意識することにつながっていくので

はないかと考える。  
 

３．実践事例２ 

（１）単元名 

 消費者として安全で安心できる社会を築くた

めに（第９学年） 

 

（２）単元について 

 法教育では法に関する知識，とりわけ憲法や

法の基本原理を理解させるとともに，それを活

用できる力を養いつつ，国民として自由で公正

な社会の運営に参加できるようにしなければな

らない８）。特に喫緊の課題として，消費者の権

利を守るために必要な消費者法や消費者の権利

に関わる知識が，若年層にほとんど系統立てて

教えられていない，ということが挙げられる。

そのような現状を改め，社会生活における消費

者教育の意義と役割及び消費者問題の具体的被

害例や対応策について，消費者の権利と義務，

企業の社会的責任と関連付けて考え，また手続

的な正義といった基本的な考え方も合わせて，

授業を通じて身に付けさせることが必要である。

本単元では，消費者問題の事例を取り上げて，

読み取った事実をもとに，自ら判断し表現して

いく法的経験の場を与えていきたい。なぜなら

ば，消費者法を知り，消費者法で考えることに

よって，正しい消費者主権の基礎を培い，将来

自らが労働により賃金を得，消費者になった時，

消費者の権利と責任について考えながら仕事と

生活の調和を図ることが可能となると考えるか

らである。  
 

（３）単元の目標 

身近な消費生活を通して，経済活動の意義や 

生産・流通・消費といった経済のしくみを理解

するとともに，消費者問題について具体的事例

を考察することにより，消費者の権利や義務に

ついて公正に判断し，安全で安心できる社会９）

を築く上で，適切な行動をとることができるよ

うにする。 

 

（４）授業の実際 

 授業は，全11時間とする。平成27年12月に，

９年生２クラスで実施した。その中の第四次第

３時の内容を中心に，授業の概要と生徒の記述

を記載する。 

第一次 生産・流通のしくみ・・・・３時間 

第二次 市場経済のしくみ・・・・・２時間 

第三次 消費と貯蓄・・・・・・・・２時間 

第四次 消費者の権利と保護・・・・４時間 

＊第１，２時で製造物責任法に基づきながら，要件

事実とその証明責任並びに具体的な裁判事案（こん

にゃく入りゼリー姫路事件）を扱い，後半の第３，

４時ではさらに具体的な裁判事案を扱い，まとめを

行った。本稿は第３時の授業に関するものである。

 

【第四次第３時「消費者の権利と保護」につい

て】 

〔学習課題〕 

 消費者主権について，複数の事案〔こんにゃ

く入りゼリー姫路事件10)とカプセル玩具誤飲高

度後遺障害事件11）〕を比較考量し，また，企業

の社会的責任にも視点をあてながら，消費者と
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して責任ある行動をとることができるようにす

る。 

〔授業の概要〕 

① 導入として，前時で学習したこんにゃく入

りゼリー姫路事件の内容を，パワーポイントを

利用しながら復習をした。その際，製造物責任

法についての説明を行うとともに，この法が施

行される前は，消費者が製造物によって被害を

受けた場合，不法行為による損害賠償を民法709

条に基づいて請求してきたこと，並びに事業者

の行為と消費者の損害の間の因果関係を被害者

である消費者が立証しなければならず，それは

並大抵のことではないということも説明した。

次に，パワーポイントを使って本時で取り扱う

実物であるカプセルの映像を使い，生徒たちに

このカプセルが，どのような問題を引き起こし

たのか興味・関心を持たせることにした。 

② 生徒には，授業のワークシート（図１），製

造物責任法12）の内容に関するもの（図２），カ

プセル玩具誤飲高度後遺障害事件の概要を示し

た資料（図３）と，事案の概要をつかみ自ら判

断していく上で必要な，法的な考え方をあらわ

した資料（実際は図２の裏に表記。下の③ｃを

参照）を配布した。資料やパワーポイント，具

体物を使い，小集団学習，教師・生徒間の双方

向型の学習を展開した。 

     図１ 生徒のワークシート 

 

③授業全体の構成は，以下の通りである。 

ａ 事案の概要をつかむ（資料とパワーポイント）。

ｂ 本事案に適用される製造物責任法の内容をつか

む。 

ｃ 法的な考え方を共通理解させる。 

ｄ 本事案の概要をワークシート（図１参照）の記

述内容及び資料からつかみ，原告の主張と被告

（企業側）の主張を比較考量し，ｂの視点を考

慮に入れて，理由とともに自らの主張を考える。

ｅ 自らの主張を学習班（小集団学習）で交流し，

他者の考えにもふれながら，更に自らの考えを

吟味させる。（班で交流したことは，ホワイト

ボードに記述させ，黒板に掲示し，全員で学習

内容を把握できるようにした。図４を参照） 

ｆ 班での意見交流を全体で共有し，教師による補

足説明を加えてから，再度自分の考えをまとめ

させる。 

ｇ 本時の学習内容をまとめさせる。 

   図２ 製造物責任法に関する資料 

 

③の内容に関して，事案の概要は以下の通りで 

ある。 

【ａ事案の概要】 

 平成14年８月９日，長男（当時６歳11ヶ月）と母

親は赤ちゃん本舗鹿児島へ行き，そこに設置されて

いたバンプレスト製造のゲーム機「プチポンコレク

ション」より景品として取得したカプセル玩具を自

宅へ持ち帰った。８月10日夜，家で長男，長女，次

男がカプセルをボール代わりにして遊び，次男（２

歳10ヶ月）がカプセルを手に持って走り回っていた

ところ，カプセルを口に持っていった瞬間にカプセ

ル全体が口の中に入ってしまった。それを見ていた

母親は，口からカプセルを取り出そうとしたが，手
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の入る隙間もなく取り出すことができなかったため

…，〔ここまでがワークシートの記述内容で，この続きは，

別紙資料（図３）を配付して確認させた。なお別紙の内容

は，（１）本件事故当日の概要の続き，（２）原告の損害賠

償請求額，（３）被告に関する資料からなる。 

また，法的な考え方として，生徒に共通認識

を持たせたい内容は，該当する法律名に加え，

「事実の確認」の仕方，つまり「製造物に欠陥

はあったのか，なかったのか。」（製造物責任法

第２条第２項に欠陥の定義「…当該製造物が通

常有すべき安全性を欠いていること」と規定さ

れている。）の判断の仕方についてである。特に

注目させたいのが，分析の視点となる次の「製

造物責任の要件事実とその証明責任」の内容で

ある。中学生にできるだけ分かりやすく説明す

ることを心がけた。また，特に注目させたい所

が下記の★の箇所である。ただし「欠陥」と「損

害」の因果関係については，自らの主張を考え

る際に，意識させることに努めるに留まった。 

    

 

図３カプセル玩具誤飲高度後遺障害事件の概要 

 

【ｃ法的な考え方】 

製造物責任の要件事実とその証明責任 

○ 責任を負うべき「製造業者」か。★ 

○ 損害を引き起こした物が「製造物」か。★ 

○ 「欠陥」の存在 

・設計上の欠陥（製品の設計自体が安全性を欠い

ている場合）★ 

・警告表示の欠陥（製品とともに提供すべき適切

な指示・警告を欠いている場合）★ 

・販売方法の不適切性 

○ 「損害」の発生及びその額 

○ 「欠陥」と「損害」の因果関係★ 

⇒原告は，原則として，個々の具体的な欠陥を主張・

証明して，製造物が通常備えるべき安全性を欠如し

ていたことを明らかにしなければならない13）。 

④ 次に本事案の具体的な内容を説明する。本

事案は，前時同様民事裁判であり，原告の主張

と被告の主張は対立している。ここでは，生徒

に配布したワークシートに載せた原告・被告の

主張を記載する。生徒はこのワークシートの記

載内容並びに図３の事案の概要に関する資料を

授業内で読んで，自らの主張の判断材料にする

ことになる。前時に引き続き大量の資料であっ

たが，多くの生徒が積極的に本事案の問題把握

に取り組むことができた。 

【原告の主張】 

① 設計上の欠陥 

 財団法人母子衛生研究会発行の「不慮の事故と救

命手当て～乳幼児の事故予防・救命手当てマニュア

ル～」によれば，３歳児の口腔の最大開口量に相当

する直径39ｍｍ以下の物は，子どもの口の中に入る

ので誤飲や窒息の恐れがあるとしており，本件カプ

セルは表面上滑らかな直径40ｍｍの球状で上記マ

ニュアルと１ｍｍしか違いがなく，子どもの個体差

を考慮すると２歳10か月の子どもの口に容易に入る

サイズであった。またカプセルを玩具として幼児が

手に取って遊ぶという通常予見される使用形態を考

慮すると，サイズ自体が通常要すべき安全性を欠い

ている。 

② 表示上の欠陥  

 バンプレストはカプセルの中に窒息，誤飲に対す

る危険がある旨表示した説明書が入っているという

が，カプセル玩具は親が介在せずに購入することが

十分考えられ，カプセルの外部でなくカプセル内に，

しかも子どもには読めない漢字をもって注意喚起し

ても意味をなさない。また本件で問題とされている

のは，カプセルの中身ではなく，カプセルそのもの

による誤飲や窒息の危険性であり，カプセルを開け

て中を見なければ分からない注意書きは表示上の欠

陥にあたる。 

③ 損害賠償請求額 
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 総額１億798万7837円（詳しくは，図３を参照） 

 

【被告の主張】 

① 設計上の欠陥 

 本件カプセルは玩具の包装容器で，カプセルを開

けて中の玩具で遊ぶことが予定されているのであ

り，カプセルで遊ぶことは想定されていない。日本

玩具協会作成の基準（ＳＴ基準）では３歳未満の幼

児の玩具は直径31.8ｍｍ以上とされており，アメリ

カ材料試験協会作成の玩具の安全性に関する消費者

安全規格も36ヶ月未満の子ども用玩具は31.7ｍｍ以

上，国際標準化機構（ＩＳＯ）や欧州標準化委員会

も同様の基準であり，直径40ｍｍの本件カプセルは

いずれの基準も満たしており欠陥はない。 

② 表示上の欠陥 

 説明書兼注意書をカプセル内に入れており，窒息

の危険があるので口の中に絶対入れないこと及び３

歳未満の子どもの誤飲の危険を表示しており，表示

上の欠陥はない。 

③ 本件カプセルを引き渡した時点における科学

または技術に関する知見によっては，欠陥を認識で

きなかった。（製造物責任法第４条１項の開発危険の

抗弁も主張。） 

⑤ 生徒はまず，自分の考えをワークシート（図

１）に記述し，その後，班の中で意見交流を行

い，班で出た意見と生徒の判断結果をホワイト

ボードに記入して，黒板掲示した（図４参照）。

生徒の判断結果は以下の通りである。 

     図４ 授業時の板書  

     図５ 話し合う生徒 

 

【生徒の判断した結果】（該当生徒数は，74名）

 全６条からなる製造物責任法に基づき，原告・被

告のどちらの主張を認めるのか，を考えていった。

まず第一に，第１条の製造物責任法の目的を確認し

た。続いて生徒は，責任を負うべき可能性がある製

造業者が，カプセル玩具のメーカーであるバンプレ

スト社であり（第２条③），損害を引き起こした可能

性がある物が，「玩具の包装容器であるカプセル」で

あるということ（第２条①）を確認した。第二に，

製造物責任法第３条の「欠陥」の存在の検証に入っ

た。ポイントとなるものは次の，Ａ設計上の欠陥（の

有無），Ｂ警告表示の欠陥（の有無）である。前時の

授業で触れた販売方法の不適切性（の有無）につい

ては，本時の事案の特性上取り扱わなかった。生徒

が，自分の結論につながる理由として取り上げた割

合は，原告・被告側合わせて，Ａが89％，Ｂが85％

でＡ，Ｂ両方を取り上げた生徒の割合が76％であっ

た。続いて，生徒の結論であるが，被告側の主張を

採用した生徒が55名，原告側の主張を採用した生徒

が19名であった。全ての生徒が理由を記述していた。

それぞれの生徒の主張内容は，以下の通りであ

る。  
（生徒の記述）  
【被告側の主張を採用】  
・カプセルの大きさの基準にも合っており，誤飲や

窒息の危険性も低い。子どもが一人で買う場合，４，

５歳から可能だし，お金は親が渡すから，このよう

な事故を親は止められたと思う。警告表示もあった

ので被告側が損害賠償する必要はない。  
・今回はカプセルの中に入っている玩具ではなく，

カプセルが問題であって，カプセルは遊ぶものでは

ないし，標準の大きさなので欠陥はない。それに中

に表示がありそれを注意して読まずに子どもをカプ

セルで遊ばせた親がいけない。  
・分かりにくいとはいえども，カプセル内に説明と

表示はしてあった。ＳＴ基準も満たしている。子ど

もはカプセルで遊ぶという，用途とは違うことをし

ている。だから原告側に問題があると考えられる。

・カプセルは基準を満たしており設計上の欠陥はな

い。カプセル内の注意書きは漢字が使用されており，

本来は保護者が読むべきである。遊んでいる時の管

理も足りないから。  
・カプセルのサイズについては，資料がそれぞれ違っ

て統一されていないので単純には比較できない。表

示については，誤飲の危険性については示してあっ

たということで，子どもに読みにくいのなら，親が
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近くについておいてカプセルで遊んでいたのなら注

意すれば良かった。  
【原告側の主張を採用】  
・カプセルの基準は満たしているが，サイズとして

は口に入る。注意書きも子どもには読めない漢字で

あり，カプセルを開けてみないと分からないから。

・カプセルの中に表示がされているが，外側にない

と意味がない。さらに口の大きさも個人差があり，

それが考慮されていない。 

・親も完全に注意書きを読むことはできない。また

基準と１ｍｍ違うだけなら，飲み込むことは容易に

想像できるから。 

・表示上の欠陥としてカプセル内にのみ注意書きが

あったが，親が見る可能性は低いと考えられ，また，

子ども達がカプセルの危険性を理解できる可能性

も乏しい。ここに企業側に予見性が甘い面があると

考えられるから。 

・誤飲を防ぐための注意書が入っているが，子ども

一人でも買えて，注意書が読めなくては意味がない。

また，カプセルの基準は満たしているが，２歳10ヶ

月の子どもが飲み込めたのは，基準そのものに欠陥

があったと言える。 

・注意書きはあるものの，漢字で書かれている。ま

た，カプセルを子どもがボール代わりにして遊ぶこ

とも考えられることだから，被告側に賠償責任があ

る。  
⑥ ⑤を受けて，出てきたクラスの意見を全員

で確認し，教師からの補足説明の後，生徒たち

は再度，自分の意見に立ち返り，最終的な結論

を考えさせた。本事案においては，班交流を経

て自分の考えが変わった生徒が12名（16％）い

た。すべて被告側の主張から原告側の主張へ変

更するものであった。変更するにあたって，影

響を与えた理由として生徒が挙げた例として，

「その理由は，注意書きをカプセルの中に入れ

ていたとあるが，子どもはいちいち読まないし，

そもそも漢字が読めない。また，カプセル本体

に注意の表示がないため，子どもは危険性があ

るとは考えないから。子どもが遊ぶ玩具は，特

に安全性が重視されるので，１ｍｍ程度なら誤

差の範囲と考えられるから」という記述があっ

た。変更の理由として表示上の欠陥を挙げる者

が一番多かった。また，カプセルの大きさに着

目し，例え被告側の主張する基準を満たしてい

ても，子どもには個人差があり，それだけで欠

陥はないとは言えないという理由も見られた。

特に被告側の主張を採用した生徒の中に，親の

監督が行き届いていないことを挙げた生徒が34

名（46％）いた。これは前時で取り上げた事案

（こんにゃく入りゼリー姫路事件の判決では，原告

の主張は認められなかった。）でも同様の傾向が

あった。この単元で，二つの事案を取り上げた

理由は，似たような事案だが，結果が違う中で，

生徒の判断をゆさぶり，比較考量しつつ事案の

本質をつかませたいからである。この比較考量

は，製造物責任法の役割や消費者主権の重要性

を考えさせる上で，有効な手段であると考える。 

⑦ 生徒の授業内での活動が一段落した後，近

くのスーパーマーケットにあるゲームセンター

にある玩具入りカプセルの入っているゲーム機

の実態を写真で紹介した。生徒も行ったことが

あり，興味・関心を持つことができた。カプセ

ルの取り出し口が下の方にあり，その近くに小

さな字で注意書きが書かれていたが，かなり読

みにくい状態であることを実感した。次に事案

（民事裁判）の判決を全員で確認した。生徒の

結論に至る過程と，実際の裁判の結果を比較す

ることで，自らの判断とその判断理由を振り返

ることができた。また，実際の裁判において法

的判断がどのような理由で下されるのかを知る

こともできる。生徒も前時の判決と比較しつつ，

本時の判決には大変興味を示していた。判決の

概要は以下の通りである。 

①本件カプセルは通常の玩具の包装とは異なり耐用

性があり，３歳未満の幼児でも転がして遊ぶといっ

た単純な遊びにより容易に玩具に転用できる。３歳

未満の幼児がカプセルとして使用することは，通常

予見される使用形態であると認められる。 

②各調査によると，３歳前後の男児の最大開口量の

平均値は 36ｍｍ～39ｍｍ，３歳未満の幼児でも 40

ｍｍを越えることは珍しくない。本件カプセルの設

計は，乳幼児の口腔内に入ってしまった場合，口腔

からの除去や気道確保が非常に困難な形状であっ

た。 

③本件カプセルのように幼児が手にする物は，口腔

から取り出しやすくするために，角形ないし多角形

とし，表面が滑らかでなく，緊急の場合に指や医療

器具に掛かりやすい粗い表面とする，また気道確保

のために十分な径を有する通気口を複数開けておく

等の設計が必要であった。 

④従って本件カプセルは３歳未満の幼児が玩具とし

て使用することが通常予見される使用形態であるに

もかかわらず，３歳未満の幼児の口腔内に入る危険，
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さらに一度口腔内に入ると除去や気道確保が困難に

なり，窒息を引き起こす危険を有しており，表示上

の欠陥を判断するまでもなく，設計上通常有すべき

安全性を欠いており欠陥がある。 

⑤自宅内での幼児の窒息事故を防止する注意義務は

一次的には両親にある。両親は子供がカプセルで遊

んでいるのを漫然と放置し，十分な管理，監督の注

意義務を果たしたとはいえず，バンプレストは損害

額の３割を負担するのが相当として以下を命じた。

次男に対して 損害額 2296 万 3328 円，弁護士費用

30 万円 

両親に対して 損害額各 45 万円，弁護士費用各５万

円 

＊鹿児島地裁平成 20 年５月 20 日判決（平成 18 年（ワ）

第 22 号：損害賠償請求事件）（判時 2015 号 116 頁）参照。

⑧ 続いて，前時の事案（結果的に，製造物責任法

において，製造物の欠陥による消費者（原告）の救済に至

らなかった事例）と本時の事案をもとに，大きく

判決が異なっている現実を踏まえながら，法律

はどこまでなら消費者を守ってくれるのか，法

律は問題解決に向けてどのようなアプローチを

するのか，など当該法の成立目的も踏まえて生

徒に考える機会を与えることができた。その際，

生徒に考えさせた視点は，「今までの裁判の結果

から，消費者として，安全・安心な社会を築く

ために，どのような行動をとるべきだと考えま

すか。」，「今までの裁判の結果から，製造業者（企

業）は，消費者との間で問題が生じないように

するため，どのようなことをすると考えます

か。」，そして授業のまとめとして，「売買契約に

基づいて購入した製品が欠陥品だった場合，あ

なた（家族を含む）は被害を受ける可能性があ

ります。消費者として安全・安心な社会を築く

ためにどのような行動をとるべきか，被害が起

こる前と後にわけて理由とともに記述しなさ

い。」の３つである。（尚，紙面の関係上，上記３つ

の内容に関する生徒の記述等は省略する。） 

⑨ 最後に，最近危険が指摘されるようになっ

た製品の例として，ボタン電池を取り上げて説

明した 14）。 

 

４．成果と課題  

社会科の授業を通して知識・理解を深めてい

くためには，その事象に対して，興味・関心を

持たせる工夫が必要であり，事象の因果関係の

理解にも努める必要がある。生徒は，身近な商

品である玩具入りカプセルが事案の製造物であ

り，興味・関心を持って授業に取り組むことが

できた。そして，事案の概要から問題点を把握

し，原告と被告の主張を比較検討する中で，因

果関係にも着目しながら自らの主張を，他者の

考えも考慮しながら考えることができた。その

際に，社会の様々な事象に対して疑問を抱き，

問題解決的な思考プロセスによって社会を捉え

ていく力が必要となる。既有の知識を使い，考

え，判断しながら，目の前の事象を分析的に捉

え，自分の考えをつくるのである。本実践にお

いても，あらかじめ事象を分析するための法的

な考え方を示し，事案を検討した。今回の事案

であれば，権利侵害の有無ならびに消費者の権

利はいかにして守られるのかについて，事実を

分析的に検討することで，意思決定を行うこと

は，法的な思考力を育てるために有効であると

考える。次に，小中一貫型社会科学習の開発・

実践を系統立てて行うにあたり，法教育の目的

に鑑みながら，その第一歩を踏み出すことがで

きたことも意義あることだと考える。  
課題としては，製造物責任法を中心に授業で

取り扱ったが，法の内容をすべて扱ったわけで

はない。例えば，重要な視点を含む製造業者の

免責事由を規定する開発危険の抗弁については，

資料には載せていたが触れることができなかっ

た。また，本事案は，製造物責任法により，安

全基準を満たしていても欠陥があると認められ

た事例で，カプセルが３歳未満の幼児の玩具と

しても使用される実態や，その形状について詳

細に認定した上で，窒息の危険性を判断した点

は高く評価できるものである。しかしながら，

幼児の窒息事故を防止する注意義務が一次的に

は幼児の両親にあるとして，７割もの過失相殺

をした点については授業での追究が十分ではな

かった。前時，本時ともに生徒の多くは，保護

者の監督責任を問題視した。そもそも製造物責

任法が製造業者等の責任要件を過失から製品の

欠陥に転換した趣旨に照らせば，製品の危険

性・危険回避可能性についての知識・情報にお

いて対等の関係ではないにも関わらず，被害者

側の危険回避義務を過大に評価していいものな

のか考えさせる必要があった 15)。また，生徒が

法的な判断を下す場合，感性も重要な要素とな

る。感性は，社会認識同様，生徒の主観に基づ

くものである。生徒たちは，これからのグロー

バル社会の中でも様々な選択が求められるが，

感性は，賛否や是非を判断する際の重要な判断
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基準となる。社会科の授業の中で，公正な立場

で生徒の感性を磨いていかなければならない
16）。引き続き課題を克服しつつ，リーガルリテ

ラシーを有する社会の形成者を育成していくた

めの小中一貫型社会科学習の開発並びに授業実

践を更に進め，より効果的な連携ができるよう

にしていきたい。 
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